
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく
利根川上流域の減災に係る自治体の取組事例

【マッチング事例紹介】

令和2年5月28日

利根川上流域大規模氾濫に関する減災対策協議会

資料3-4



1

目 次

№ 取組
番号

取組名 発信自治体名 記載頁

① 33 まちなか洪水ハザードシール 熊谷市 2

② 45 タイムラインに基づく実践的な訓練の実施 野木町 3

③ 20 要配慮者利用施設の避難確保計画作成に係る
講習会の開催

行田市 6

④ 20 要配慮者利用施設の避難確保計画作成支援
（坂東市他）

茨城県 7

⑤ 33 平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組 板倉町 8

⑥ 26 広域避難輸送等に関する災害協定
（県バス協会県西支部）

境町 9

⑦ － 台風19号を受けての災害対応検証会議 古河市 10

⑧ －
令和元年台風第１９号における水防活動
（群馬県明和消防団・令和元年１０月１２日～１３日）

明和町 11



2

■まちなか洪水ハザードシール 熊谷市

＜目的＞
日頃から地域のリスクを意識してもらい、地域住
民が速やかな避難行動をとれるよう作成・設置。

＜市内約２４０箇所に設置＞
各地域の防災行政無線に「洪水時の最大浸水深」
シールを貼付しました。

＜ＱＲコードを使って＞
その場で国土交通省ＨＰ「重ね
るハザードマップ」をスマート
フォンで確認できるようＱＲ
コードを掲載しています。

＜目につきやすい高さに＞
無線機器ボックスまたは無線柱
のうち、目につきやすい場所・
高さに表示しています。

耐水・耐光シールを使用

想定最大規模の浸水深を表示
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野木町■タイムラインに基づく実践的な訓練の実施
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野木町■タイムラインに基づく実践的な訓練の実施
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■タイムラインに基づく実践的な訓練の実施 野木町

第2回全町避難訓練アンケート集計結果
◆避難者数3349名
◆アンケート回収枚数1,285枚（回収率38.4％*）
*注：1枚に複数名分回答された分を含むため参考
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■要配慮者利用施設の避難確保計画作成に係る講習会の開催 行田市

●主催：行田市
●協力：国土交通省関東地方整備局利根川上流河川事務所、

気象庁熊谷地方気象台、埼玉県
●参加者：５１施設５６名（対象８２施設）
●開催日：令和元年１１月１３日（水）13:30～16:00

●概 要

・利根川上流河川事務所と熊谷地方気象台による講演を
行い、計画の必要性や気象情報の活用について理解を
深めた。

・市の防災担当者から、国の手引きや様式に沿って説明
を行い、自らの施設について考えてもらうワークを
行った。

・台風１９号の後に開催したこともあり、非常に熱心で
関心の高い講習会であった。

●取組の工夫点

・出席する施設に、事前に国が公表した手引きや様式集等を
冊子にして郵送し、当日の進行をスムーズにした。

・当日のワークに当たり、グループ分けを同業種ごとにした。
・施設ごとに、洪水ハザードマップに施設を落し込んだものを
作成し開催通知に同封するとともに、当日も配付した。

●講習会の様子
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■要配慮者利用施設の避難確保計画作成支援

7

茨城県

【令和元年度に実施した内容】
１ 市町村へ要配慮者施設の確認及び地域防災計画への位置付けを依頼し，対象施設の取組状況を取りまとめた。

２ 市町村，河川事務所，気象庁と連携し，「要配慮者利用施設の避難確保計画作成に係る講習会」を開催した。

坂東市における要配慮者
利用施設の避難確保計画
作成に係る講習会

※講習会を開催した市町のうち，土浦市，常陸太田市では，避難確保計画に基づく避難訓練を支援。

３ 県内外の先進市町村，施設管理者の優良事例の紹介を行った。

対象市町村 実施日 支援機関

土浦市 令和元年１０月２５日 霞ヶ浦河川事務所，水戸地方気象台，茨城県

常陸太田市 令和元年１１月１９日 常陸河川国道事務所，水戸地方気象台，茨城県

坂東市 令和２年 １月２１日 利根川上流河川事務所，水戸地方気象台，茨城県

ひたちなか市，大洗町，東海村 令和２年 １月３１日 常陸河川国道事務所，水戸地方気象台，茨城県

常陸太田市，那珂市，城里町 令和２年 ２月 ４日 常陸河川国道事務所，水戸地方気象台，茨城県

筑西市 令和２年 ２月１４日 下館河川事務所，水戸地方気象台，茨城県



8

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組 板倉町

○具体的取組： 小学校における防災教育への取組

○実施概要

町内小学校の3年生と4年生が使用する社会科副読本
の小学４年生の学習内容に、防災教育に関する項目
「自然災害からくらしを守る」の追加を行った。

利根川上流河川事務所と町教育委員会が連携し、平
成30年度から社会科副読本の改訂作業に着手した。

利根川上流河川事務所から写真や図表などの提供や
年間計画の作成支援を受け、令和2年度から防災教育学
習指導計画を作成し、社会科副読本「わたしたちの板
倉町（十一訂版）」を用いて授業を実施する。

スケジュール
平成30年度

副読本改訂 着手
・情報交換
・使用資料の選定

令和元年度
学習指導計画の作成及び副読本改訂作業
・学習指導計画及び改訂内容の検討
・編成会議の開催

令和 2年度
新たな副読本を使った授業
・年間計画に組み込んだ防災教育の実施
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境 町■広域避難輸送等に関する災害協定（県バス協会県西支部）

１ 目 的
広域避難先への移動手段を持たない町民約

2,300名（平成29年住民ｱﾝｹｰﾄ結果）を避難さ
せるための輸送手段を確保して災害発生時の
「人的被害ゼロ」を図るため（一社）茨城県
バス協会貸切委員会県西支部（以下「バス協会
県西支部」という。）と「大規模災害時におけ
る広域避難輸送等に関する協定」を締結

２ バス協会県西支部を協定締結先とした理由
(1) 各会員の事業所が地理的に近距離で、災害

時（予想される場合）等に迅速な配車可能
(2) 配車のための調整先が１か所で手続きが

迅速・簡明
(3) 各会員と避難場所や避難経路を予め共有す

ることで避難輸送に速やかに着手可能

【事業の概要】 【バス協会県西支部の広域避難輸送体制】

第１優先グループ

坂東・境
中山観光㈱ 他５社

結城・古河・八千代
昭和観光自動車 他６社

第２優先グループ

常総・つくばみらい・取手
北総交通㈱ 他８社

桜川・筑西・下妻
関東ﾊﾟｰﾌﾟﾙﾊﾞｽ㈱ 他８社

第３優先グループ

つくば・土浦
城南交通㈱ 他９社

境町役場（災害対策本部）

協力要請

輸送要請 対応・調整・報告

広域避難輸送本部

事務局 輸送統制

サワキ観光(㈱ 昭和観光自動車㈱

台風１９号で避難輸送バスターミナルから出発する
県西支部車両

広域避難輸送等に関する協定締結式

時期：令和元年１０月３日
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■台風19号を受けての災害対応検証会議 古河市

○目的
台風19号での災害対応や事象を振り返り、

顕在化した課題等について、改善策等の検証
会議を実施した。台風19号での経験をふまえ
て災害への体制の見直しを図り、今後へと生
かしていく。

○主な議題・決定事項
・市民への情報発信の強化を図る
・避難所の見直し及び機能向上
（要配慮者やペット同行者の対応等）

・避難場所の指定を廃止する。
命の危険がある切迫した状況で逃げ込

む場所として位置づけ「さいごの逃げ込
み施設」と設定する。

・災害対策本部体制の強化を図る。
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令和元年台風第１９号における水防活動
（群馬県明和消防団・令和元年１０月１２日～１３日）

活動時間 出動延人数 主な活動内容

１０/１２～１０/１３
約１８時間００分

１０８名
・河川巡視
・月の輪工法
・避難広報

明和消防団は、令和元年１０月１２日からの台風第１９号の影響に伴う集中豪雨に際し、２日間にわたり、延べ１０８名が出動。雨が降り
続く状況下、昼夜にわたり河川巡視を行った。警戒していた消防団により、堤防から水が流れてているという通報あり。しぼり水か漏水かは
判断出来なかったので、念のため月の輪工法を実施した。この他、避難指示発令に伴う住民への避難広報を行った。

○概 要

水防活動または
被害状況写真

水防活動または
被害状況写真

水防活動または
被害状況写真

水防活動または
被害状況写真

水防活動実施箇所
地図

土嚢搬送状況 土嚢搬送状況

月の輪工法完成 月の輪工法完成

月の輪工法 １箇所

明和町
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